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予　　算 　　　　　　別紙１

年度計画（平成３１年度）の予算

　　（単位：百万円）

審査
セグメント

安全
セグメント

計

　　収　入

運営費交付金 1,297 1,002 2,298 2,298

手数料収入 12,520 12,520 12,520

拠出金収入 3,741 118 3,781 3,781 2,826 10,466

利用料収入 350 350 350

受託業務収入 42 67 109 840 663 1,613

国庫補助金収入 179 121 594 586 1,180 1,479

運用収入 302 54 0 0 0 355

雑収入 1 0 42 5 47 0 1 1 51

4,223 292 14,494 5,791 20,285 2,826 841 664 29,132

　　支　出

業務経費 3,463 243 12,729 5,151 17,880 4,933 831 659 28,008

人件費 292 30 6,301 1,536 7,837 16 34 17 8,226

業務費 3,171 213 6,428 3,615 10,043 4,917 797 642 19,782

一般管理費 199 14 2,612 693 3,304 2 10 5 3,535

人件費 57 768 212 980 1,037

物件費 142 14 1,844 480 2,324 2 10 5 2,498

3,662 257 15,341 5,844 21,184 4,935 841 664 31,543

【注記】

　計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数においては合計と一致しないものがある。

受託給付
勘定

計
特定

救済勘定

金        額

受託・貸付
勘定

計

計

区分
審査等勘定

副作用
救済勘定

感染
救済勘定
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収支計画 　　　　　　別紙２

年度計画（平成３１年度）の収支計画
　　（単位：百万円）

審査
セグメント

安全
セグメント

調整 計

経常費用 3,896 371 15,774 5,501 △ 31 21,243 4,935 844 666 31,955

救済給付金 2,394 29 2,423

保健福祉事業費 32 104 136

審査等事業費 4,995 4,995 4,995

安全対策等事業費 2,169 2,169 2,169

特定救済給付金 4,896 4,896

健康管理手当等給付金 787 787

特別手当等給付金 261 261

調査研究事業費 349 349

責任準備金繰入 557 144 701

その他業務費 710 78 8,086 2,606 10,692 37 44 49 11,610

人件費 270 28 5,773 1,428 7,201 14 32 16 7,561

減価償却費 38 13 428 799 1,227 0 1 0 1,279

退職給付費用 11 2 245 62 307 1 1 1 323

賞与引当金繰入 10 1 381 101 482 1 2 1 497

その他経費 381 35 1,259 216 1,475 21 8 31 1,950

一般管理費 203 15 2,678 725 △ 31 3,372 2 11 6 3,609

人件費 53 687 192 879 932

減価償却費 0 153 0 153 153

退職給付費用 2 30 6 37 39

賞与引当金繰入 2 52 15 67 69

その他経費 146 15 1,756 512 △ 31 2,236 2 11 6 2,416

財務費用 0 14 0 14 14

雑損 1 1 1 1 2 1 1 6

経常収益 4,135 288 13,892 5,450 △ 31 19,311 4,935 841 664 30,173

運営費交付金収益 739 527 1,266 1,266

その他の政府交付金収益 39 39

手数料収入 12,520 12,520 12,520

拠出金収入 3,741 118 3,781 3,781 7,639

利用料収入 350 350 350

受託業務収入 42 67 109 840 663 1,613

補助金等収益 179 121 375 510 885 1,184

4,896 4,896

0 17 17 17

資産見返補助金戻入 34 113 147 0 147

6 6 6

0 0 0

賞与引当金見返に係る収益 77 53 130 130

退職給付引当金見返に係る収益 39 32 71 71

財務収益 215 49 0 0 0 264

雑益 0 0 61 0 △ 31 29 1 1 31

経常利益（△経常損失） 238 △ 84 △ 1,882 △ 51 △ 1,933 - △ 2 △ 2 △ 1,782

238 △ 84 △ 1,882 △ 51 △ 1,933 - △ 2 △ 2 △ 1,782

当期純利益（△純損失） 238 △ 84 △ 1,882 △ 51 △ 1,933 - △ 2 △ 2 △ 1,782

- - 721 1,499 2,221 - - - 2,221

当期総利益（△総損失） 238 △ 84 △ 1,161 1,448 288 - △ 2 △ 2 438

【注記】
計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数においては合計と一致しないものがある。

受託・貸付
勘定

受託給付
勘定

計
区分

金        額

副作用
救済勘定

感染
救済勘定

審 査 等 勘 定

特定
救済勘定

資産見返物品受贈額戻入

資産見返運営費交付金戻入

特定救済基金預り金取崩益

税引前当期純利益（△純損失）

前中期目標期間繰越積立金取崩額

資産見返寄附金戻入
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資金計画 　　　　　　別紙３

年度計画（平成３１年度）の資金計画

　　（単位：百万円）

審査
セグメント

安全
セグメント

調整 計

資金支出

　　業務活動による支出 3,360 212 15,942 5,057 △ 31 20,968 4,935 860 672 31,006

救済給付金 2,388 28 2,416

保健福祉事業費 33 104 136

審査等事業費 6,499 6,499 6,499

安全対策等事業費 2,382 2,382 2,382

業務費 449 35 21 8 31 543

特定救済給付金 4,896 4,896

健康管理手当等給付金 795 795

特別手当等給付金 261 261

調査研究事業費 349 349

一般管理費 142 15 1,767 480 2,247 2 10 5 2,421

人件費 337 29 6,781 1,675 8,456 16 34 17 8,888

還付金 1 1 1 1 2 1 1 6

その他の業務支出 11 0 894 518 △ 31 1,381 0 12 7 1,411

　　投資活動による支出 4,364 644 299 1,231 1,530 0 0 0 6,538

2,539 727 13,298 4,612 17,911 200 37 129 21,542

10,263 1,583 29,540 10,900 △ 31 40,409 5,134 897 800 59,086

資金収入

　　業務活動による収入 4,196 293 17,297 5,808 △ 31 23,073 2,826 841 664 31,893

運営費交付金収入 1,297 1,002 2,298 2,298

手数料収入 15,218 15,218 15,218

拠出金収入 3,741 118 3,781 3,781 2,826 10,466

利用料収入 350 350 350

受託業務収入 42 67 109 840 663 1,613

国庫補助金収入 179 121 594 586 1,180 1,479

利息の受取額 270 54 0 0 0 323

その他の収入 6 0 147 22 △ 31 137 0 0 1 146

　　投資活動による収入 3,005 600 3,605

3,062 690 12,243 5,093 17,336 2,308 56 136 23,588

10,263 1,583 29,540 10,900 △ 31 40,409 5,134 897 800 59,086

【注記】

　計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数においては合計と一致しないものがある。

受託・
貸付勘定

受託給付
勘定

計
区分

金        額

特定
救済勘定

　　次年度への繰越金

副作用
救済勘定

感染
救済勘定

審査等勘定

計

　　前年度よりの繰越金

計
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審査等勘定運営費交付金の算定ルール 

中期目標期間（平成 31 年度～平成 35 年度）の運営費交付金の算定ルールについては、次

のとおりとする。 

1．平成 31年度 

業務の実施に要する費用を個々に見積もり算出する。 

2．平成 32年度以降 

 次の算定式による。 

運営費交付金＝業務部門人件費＋ 一般管理費 + 業務経費 － 自己収入 ＋ 当年度の所要

額計上経費＋特殊要因  

・業務部門人件費＝Ａ×α×β＋Ｓ 

Ａ：直前の年度における基本給等（基本給＋諸手当＋時間外手当）＋公務災害補償費＋雇

用保険料＋労災保険料＋健康保険料負担金＋介護保険料負担金＋厚生年金保険料負担

金＋厚生年金基金掛金負担金＋国家公務員等共済組合長期給付負担金＋子ども・子育

て拠出金  

α：昇給原資率(毎年度の係数については運営状況等を勘案し予算編成時に具体的な数値

を定める。）  

β：給与改定率(毎年度の係数については運営状況等を勘案し予算編成時に具体的な数値

を定める。）  

Ｓ：退職手当（当年度の退職予定者に対応した当年度分退職手当額を毎年度の予算編成時

に必要額を算出する。） 

・一般管理費＝Ｂ×γ１ ×δ 

Ｂ：前年度の一般管理費（除く、人件費、所要額計上経費、特殊要因） 

γ１：効率化係数（一般管理費：毎年度の係数については予算編成時に具体的な数値を定

める。） 

δ：消費者物価指数（毎年度の係数については予算編成時に具体的な数値を定める。）  

・業務経費＝Ｒ×γ２×δ 

Ｒ：前年度の業務に係る物件費（除く、人件費、所要額計上経費、特殊要因） 

γ２：効率化係数（業務経費：毎年度の係数については予算編成時に具体的な数値を定め

る。） 

δ：消費者物価指数（毎年度の係数については予算編成時に具体的な数値を定める。）  

参考資料 
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・自己収入＝運営費交付金を財源として実施する事務・事業から生じるであろう収入の見積

額 

・所要額計上経費：振込・口座振替手数料、知識の普及及び研修に係る経費、システム関連

経費、事務所借料関連経費並びに公租公課 

・特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置又は現時点で予測不可能な事由により発生す

る資金需要であって、毎年度の予算編成過程において決定する。 

［注  記］  

・中期計画全般にわたる予算の見積に際しては、昇給原資率（α）、給与改定率（β）及び

消費者物価指数（δ）の伸び率を 0として推定。  

・効率化係数（γ１）は、平成 31年度における運営費交付金対象見合いの一般管理費に対

し中期計画最終年度（平成 35年度）が 15.0％の削減になるよう、各事業年度において具

体的な数値を定める。  

・効率化係数（γ２）は、平成 31年度における運営費交付金対象見合いの業務経費に対し

中期計画最終年度（平成 35 年度）が 5.0％の削減になるよう、各事業年度において具体的

な数値を定める。  

中期計画予算においては、平成 31年度に対し以下の数値を仮置きし試算する。 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

γ１ 0.9625 0.925 0.8875 0.85 

γ２ 0.9875 0.975 0.9625 0.95 
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